
 

令和 5 年度少子化対策に関する県民意識調査の結果概要について 

県では、結婚、出産・子育て、仕事と子育ての両立等に関する県民意識調査を実施しましたので、次の

とおり結果を公表します。 

 

１．調査概要                                                             

（１）調査の趣旨・目的 

こども基本法や次世代育成支援対策推進法、子ども・若者育成支援推進法、子どもの貧困対策の推進に関する法律等

に基づく県「こども分野」の最上位計画（「ぐんま子ども・若者未来ビジョン 2020」の次期計画）策定の基礎資料とするた

め、家族形成支援、子育て支援、ワーク・ライフ・バランスの推進に関して、県民の意識やニーズを総合的に把握する。 

（2）調査期間 

 令和5 年11 月～令和6 年1 月 

（３）調査内容と対象 

調査内容 対象者 有効回収数 

①結婚・家族形成に関する調査（独身者調査）  県内在住の20～30 代の男女(独身者) 700 

②夫婦全般に関する調査（既婚者調査） 県内在住の20～40 代の男女（既婚者） 700 

③地域での子育てに関する調査（保護者調査）  県内保育施設等の就園児及び未就園児の保護者 949 

④仕事と生活の調和に関する調査（企業調査） 県内の民間事業所 352 

⑤仕事と生活の調和に関する調査（従業員調査） 上記④で子育て中の従業員 601 

 

２．主な調査結果 ※詳細は別添のとおり                                           

■独身者の約7 割に結婚意思があるものの、「結婚したくない」と考える人の割合が増加傾向。 

■理想の子どもの数は独身・既婚・保護者いずれも減少傾向。既婚者の「予定の子どもの数」の平均が 2 人未満に。 

■未就学児の保護者の約7 割が、「子どもを産み育てやすい環境」と感じている。 

■女性の働き方について、女性自身・男性からの希望ともに「結婚・出産後も仕事を続ける」が 5 割超に。 

 

３．調査結果の活用                                                        

■次期計画の策定のための基礎資料とする。（次期計画は今年度策定） 

■現行計画の施策評価のための検証データとする。 

■市町村、関係団体等に結果を共有し、県全体でこどもや若者を取り巻く様々な課題に対応する際の参考とする。 

 

４．調査報告書等                                                        

 調査結果報告書等は、県ホームページに掲載しています。                県HP リンク ▶ 

＜URL＞ https://www.pref.gunma.jp/page/616986.html 

 

令和６年６月７日 
生活こども部 
生活こども課政策推進室少子化対策係 
電話：027-226-2392  内線：2757     
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▶ 独身者の約７割に結婚意思があるものの、「結婚したくない」が増加傾向ア 将来の結婚希望（独身者）

※1 平成25年度は結婚家族形成調査の「未婚」
※2 平成30年度までと今回調査は選択肢の文言が異なるため参考とする。
※3 「結婚したい」「どちらかといえば結婚したい」の合計

▶ 年収が上がるほど結婚希望も高まる傾向

イ 結婚により得られるもの（独身者）
％

家族・子どもが持てる　※2

精神的な安らぎ

経済的な余裕

人間としての成長

親からの独立　※3

家事の分担による負担軽減　※4

一人前の人間として認められる　※5

周囲に結婚している人が多いから　※5

その他
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％

自由な時間が減るから

自由に使えるお金が減るから

共同生活に不安があるから

出産・子育てが不安だから

家族を養う責任を負いたくないから　※1

結婚相手を探すのが面倒だから

特定の相手に束縛されたくないから

仕事に集中したいから

友人や実家と疎遠になるから

結婚にメリットを感じないから　※2

その他
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▶ 自由を優先する傾向は変わらず

男 22.6
女 31.5

男 13.2
女 23.8

ウ 結婚したくない理由（独身者）

※1 平成30年度は将来の結婚願望で「なるべく早く結婚したい」「いずれは結婚したい」
「結婚はしてもしなくてもかまわない」を選んだ方のみに聞いた「結婚したい理由」

※2 平成30年度は「自分の子どもが持てる」
※3 今回調査で追加
※4 平成30年度は「家事が分担できるなど生活が楽になる」
※5 今回調査はなし

女性は男性より「共同生活」や
「出産・子育て」への不安が高い

▶ 結婚＝家族・子どもという意識が約５割

ｎ=

  全  体 700 66.2 33.9

【年収別】

　収入なし 67 43.3 56.7

　200万円未満 206 59.7 40.2

　200万円～300万円未満 163 64.4 35.5

　300万円～400万円未満 131 72.5 27.4

　400万円～500万円未満 75 88.0 12.0

　500万円以上 58 77.6 22.4
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令和５年度少子化対策に関する県民意識調査の結果概要について
① 結婚に対する考えについて

※3

1

別添



▶ 職場、友人等、学校が前回より増加傾向
新たに追加した「マッチングアプリ」が第２位

カ 結婚相手と知り合うきっかけ（独身者)

％

職場や仕事の関係

マッチングアプリ　※2

友人や兄弟姉妹を通じた紹介

学校（大学、大学院、専門学校）　※3

婚活イベント

幼なじみ・隣人関係

SNS（マッチングアプリ、婚活サイトを除く）
※4

学校以外のサークルや習い事

見合い（親戚・上司の紹介も含む）

婚活サイト（マッチングアプリを除く）
※5

学校（高校以下）　※3

街なかや旅先

アルバイト先

地域の活動やボランティア活動

結婚相談所　※6

その他

特にない　※7
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※選択肢の変更が多いので主に前回（H30年度）と比較

※1 平成25年度は結婚家族形成調査の「未婚」
※2 今回調査で追加
※3 「学校（大学、大学院、専門学校）」と「学校（高校以下）」は平成25年度は「学校」
※4 平成30年度は「インターネット・SNS（婚活サイトを除く）」、平成25年度は「インターネット」
※5 平成30年度は「婚活サイト（インターネット、スマートフォンアプリを活用した結婚相談）」
※6 平成25年度は「結婚相談所・結婚情報サービス」
※7 平成25年度はなし

知り合ったきっかけ（既婚者）
結婚経過年数３年未満では「マッ
チングアプリ」が約２割で第１位

オ 身近な状況と結婚・出産意向の関係（独身者）

ｎ=

  全  体 700 36.3 63.8

【将来の結婚意向別】

　結婚したい 249 44.6 55.4

　どちらかといえば
　結婚したい

214 35.5 64.4

　どちらかといえば
　結婚したくない

111 33.3 66.6

　結婚したくない 126 23.8 76.2

【将来の子どもの希望別】

　持ちたい 307 48.6 51.5

　いなくてもよい 267 15.0 13.5 27.0 44.6 28.5 71.6

　わからない 126 9.5 13.5 31.0 46.0 23.0 77.0
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あてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらかといえばあてはまらない あてはまらない（該当しない）

赤ちゃんや小さい子どもとふれあう機会がよくあった（ある）

▶ 乳幼児との触れあい経験がある人ほど、将来の結婚や出産に前向きに
▶ 「両親のような夫婦関係をうらやましく思う」「結婚している周りの友人をみて、幸せそうだと
思う」でも同様の傾向

ｎ=

今回調査 700

平成30年度 480

平成25年度 461
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結婚しやすい社会 結婚しにくい社会 どちらともいえない 無回答

エ 結婚しやすい社会か（独身者） ▶ 「結婚しにくい社会」は６割超、「結婚しやすい社会」と大きな差

結婚しにくい社会と思う理由
第１位 若者が経済的に不安定（６割超）
第２位 必ずしも結婚する必要はないという社会的風潮
第３位 結婚により失われるものの増大
※2位、3位の理由が過去調査より増加傾向
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▶ 理想の子どもの数は、いずれの対象でも減少傾向
男女での大きな差はなし

▸ 既婚者の予定の子どもの数が２人未満に

ア 子どもの数

【独身者調査】全体(n=382
持ちたい人全体（n=277）

【既婚者調査】理想全体(n=700)、予定全体（n=541）
【保護者調査】全体 (n=949)

※1 国調査と合わせ、結婚意思のある独身者に限定
※2 平成25年度は「4人以上」を4人として集計している

子どもはいなくてもよいと考える若者が増加
独身者 38.1％（H30 17.3％／H25 7.6％）
既婚者 11.0％（H30 8.6％／H25 ）
※H30、25は「子どもは持ちたくない」

※1 平成30年度は「高年齢で生むのは嫌だから」
※2 平成30年度は「子どもがのびのび育つ社会環境ではないから」
※3 今回調査はなし

イ 「理想の子どもの数」より「予定の子どもの数」が少ない理由（保護者）

％

子育てや教育にお金がかかりすぎるから

高年齢で産むのは不安だから　※1

これ以上、育児の精神的・身体的負担に
耐えられないから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

ほしいけれどもできないから

パートナーの家事・育児への協力が得られ
ないから

パートナーが望まないから

家が狭いから

健康上の理由から

子どもがのびのび育つ環境ではないから
※2

自分やパートナーとの生活を大切にしたい
から

定年退職までに一番下の子が成人して
ほしいから　※3

その他

無回答
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保護者調査（今回調査） (n=293)

保護者調査（平成30年度） (n=442)

保護者調査（平成25年度） (n=774)

▸ 経済的な理由が約７割と最も高く、前回調査よりも増加
次いで、高齢出産への不安、育児の精神的・身体的負担が続く

ｎ=

今回調査 949 68.5 31.5

平成30年度 1,277 77.0 21.9

平成25年度 1,829 69.2 30.2

感じて
いる
（計）

感じて
いない
（計）

15.7

26.2

12.9

52.8

50.8

56.3

25.0

18.2

25.1

6.5

3.7

5.1

1.0

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感じている まあ感じている あまり感じていない

感じていない 無回答▶ 約７割がポジティブな回答

エ 子どもを産み育てやすい環境か（保護者）

ｎ=

今回調査 700 45.1

平成30年度 465 42.8

不安や
悩みの

経験あり

54.9

57.2

37.7

34.2

7.4

8.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子どもができないことを心配したことはない

過去に子どもができないのではないかと心配したことがある

現在、子どもができないのではないかと心配している▶ 既婚者の45.1％が経験
男女別では、女性52.0％、男性36.9％

ウ 不妊の不安や悩み（既婚者）

うち51.2％が治療を経験
⇒治療の結果73％が出産

② 子どもについて
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平成25年度 平成30年度 今回調査

理想・予定の子どもの数

独身者※ 独身者（子を持ちたい人）
既婚者(理想 ) 既婚者（予定）

※1

3
※1 平成30年度は「高年齢で生むのは嫌だから」
※2 平成30年度は「子どもがのびのび育つ社会環境ではないから」
※3 今回調査はなし
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オ 子どもを持ちたい理由（独身者）

▶ 独身者は、経済的な負担と子育てや妊娠・出産への不安
▸ 既婚者は、経済的な負担に加え、社会環境への不安・自分やパートナーとの時間や生活の優先

カ 子どもがいなくてもよい理由（独身・既婚者）▶ 生活が楽しく・豊かになる が約６割
％

子どもといると生活が楽しく心が豊かに
なるから

好きな人の子どもを持ちたいから

結婚して子どもを持つことは自然なこと
だから

子どもは将来の社会の支えになるから

子どもは老後の支えになるから

子どもは夫婦関係を安定させるから

子どもを持つことで周囲から認められる
から

パートナーや親など周囲が望むから

その他
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全体 (n= 307)

男性 (n= 137)

女性 (n= 168)

％

経済的に負担が大きいから

子育てに対して不安があるから

子どもが好きではないから

子どもに対する責任を負いたくないから

妊娠や出産に対して不安があるから

子どもを育てるのに社会環境が望ましく
ないから

仕事と子育ての両立が難しいと思うから

自分やパートナーとの時間や生活を
大切にしたいから

その他
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既婚者２位

既婚者３位

ｎ=

今回調査 949

平成30年度 1,277

平成25年度 1,829
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キ 子育ての不安や負担（保護者） ▶ 「感じることはあるが子育ての喜びの方が大きい」が約４割超で最も高い

「感じている」人が実際に悩んでいること（前回差）
第１位 出費がかさむこと（↑1）
第２位 身体の疲れが大きいこと（↓1）
第３位 自分の自由な時間が持てないこと（ｰ）
第４位 子どもとの時間を十分にとれないこと（ｰ）
第５位 仕事が十分にできないこと（↑3）

前回より「発育・発達」「接
し方」など育児方法の悩みが
減少した一方、経済面や時間
の面での悩みが増加

ｎ=

今回調査 949 45.1 54.9

平成30年度 1,277 52.9 46.8

平成25年度 1,829 53.6 45.5

かか
わって
いる
（計）

かか
わって
いない
（計）

8.0

14.1

8.0

37.1

38.8

45.6

37.1

27.7

32.7

17.8

19.1

12.8

0.3

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分かかわっている ある程度かかわっている

あまりかかわっていない ほとんどかかわっていない

無回答

強く感じ、子育てを投げ出したくなることがある

感じることはあるが仕方ないと思う

感じることはあるが子育ての喜びの方が大きい

ほとんど感じることはない

その他

無回答

ク 地域とのかかわりの程度（保護者）

▶「かかわっていない(計)」が半数を超え、地域とのつながりがより希薄化
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③ 結婚・出産・子育てと仕事の両立について

ｎ=

今回調査 201

平成30年度 187

平成25年度 203

6.5

7.0

10.8

22.9

38.0

40.9

33.8 10.4

19.3

44.8

1.5

4.3

3.4

0.5

2.7

24.4

28.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【男性回答者 － 将来のパートナー（配偶者）への希望】

ｎ=

今回調査 260

平成30年度 216

平成25年度 250

13.1

7.9

13.6

15.4

41.7

34.4

38.8 15.0

31.9

47.2

6.5

6.0

4.8

-

0.9

11.2

11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚しても、子どもは持たずに仕事を続ける

結婚し、子どもが生まれても出産前と同様に仕事を続ける

結婚し、子どもが生まれたら育児休業や時短勤務等の制度を活用して仕事を続ける

結婚又は子どもが生まれたら一旦退職し、生活や子育てが落ち着いたら再び仕事を持つ

結婚又は子どもが生まれたら退職し、その後は仕事を持たず、家事や子育てに専念する

その他

わからない

【女性回答者 － 自分自身の希望】

ｎ=

今回調査 260

平成30年度 216

10.8

8.8

41.5

66.7

26.2 3.1

8.3

2.7

3.7

0.4

0.5

15.4

12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【女性回答者 － 将来のパートナー（配偶者）への希望】

ｎ=

今回調査 201

平成30年度 187

7.0

8.0

38.8

63.6

28.4 3.0

2.7

1.5

1.1

0.5

-

20.9

24.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚しても、子どもは持たずに仕事を続ける

結婚し、子どもが生まれても出産前と同様に仕事を続ける

結婚し、子どもが生まれたら育児休業や時短勤務等の制度を活用して仕事を続ける

結婚又は子どもが生まれたら一旦退職し、生活や子育てが落ち着いたら再び仕事を持つ

結婚又は子どもが生まれたら退職し、その後は仕事を持たず、家事や子育てに専念する

その他

わからない

【男性回答者 － 自分自身の希望】

男性自身の希望、女性からの希望 女性自身の希望、男性からの希望

▸ 「結婚し、子どもが生まれても仕事を続ける（計）」（※1）が男性自身の希望、
女性のパートナーへの希望ともに６割台（前回同様）

▸ 育休制度の利用希望は３割未満

※２ 「結婚し、子どもが生まれたら育児休業や時短勤務等の制度を活用して仕事を続ける」は今回調査から追加

ア 仕事と結婚・子育ての希望（独身者）

▸ 「結婚し、子どもが生まれても仕事を続ける（計）」が女性自身の希望、男性の
 パートナーへの希望ともに過去調査から大幅に増加し５割超
▸ 一旦退職して再就職パターンは１割台に減少

※1 平成25年度は結婚家族形成調査の「未婚」
※2 平成25年度の男性回答者に対する設問は「結婚相手（となる）の女性の仕事と子育てについて、あなたはどのようにお考えですか。」
※3 「結婚し、子どもが生まれたら育児休業や時短勤務等の制度を活用して仕事を続ける」は今回調査から追加
※4 「その他」「わからない」は平成25年度にはなし

※１ 「結婚し、子どもが生まれても出産前と同様に仕事を続ける」「結婚し、子どもが生まれたら育児休業や時短勤務当の制度を活用して仕事を続ける」の合計
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▸ 男性36.9％、女性91.9％で、全体では62.4％と前回に比べ大きく増加イ 育児休業等の取得状況（企業）

【今回調査】 全体 (n=476)
男性 (n=255) 女性 (n=221)

【平成30年度】 全体 (n=248)
男性 (n=145) 女性 (n=103)

【平成25年度】 全体 (n=1,177)
男性 (n=656) 女性 (n=521)

44.7 

35.5 

62.4 

3.8 5.5

36.9※

96.2 

77.7 

91.9 

22.7※

14.1※

0

20

40

60

80

100

平成25年度 平成30年度 今回調査

全体 男性 女性(%)

育児休業

産後パパ育休

※今回調査の男性36.9％の内訳は育児休業14.1％、
産後パパ育休制度22.7％

ｎ=

　全  体 601

【性別】

　男性 288

　女性 312

【年齢別】

　20歳代 25

　30歳代 221

　40歳代 269

　50歳以上 86

82.2

76.4

87.5

92.0

84.2

83.3

70.9

4.7

8.0

1.6

4.0

5.9

3.7

4.7

13.1

15.6

10.9

4.0

10.0

13.0

24.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用したい 利用したくない わからない

ｎ=

　全  体 541

【性別】

　男性 275

　女性 265

【年齢別】

　20歳代 25

　30歳代 198

　40歳代 243

　50歳以上 75

36.8

10.2

64.5

60.0

43.9

32.5

24.0

63.2

89.8

35.5

40.0

56.1

67.5

76.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用した 利用していない

復職者の取得期間
女性は約１～１.５年が９割
男性は、３カ月未満が約８割

エ 利用の意向と経験（従業員）

▸ 利用意向は男女とも７～８割と高く
２０歳代では９割超

▸ 一方、男性の利用経験は１割程度と
低くギャップが大きい

男性が利用しなかった理由
第１位 職場や同僚への負担
第２位 収入の減少
第３位 職場の雰囲気

女性が利用しなかった理由
第１位 利用する必要がなかった
第２位 職場の雰囲気
第３位 その他

31.4

14.2

26.9

ウ 「共育て」推進に有効な取組（企業）

▸ 職場の人員体制整備が約6割と増加傾向
年休取得や長時間勤務の是正、管理職の理解促進は大幅減

％

める

58.0

47.2

31.5

27.8

22.2

42.1

58.5

45.0

22.2

35.1

37.7

43.6

30.2

18.5

34.3

0 10 20 30 40 50 60 70

…

人員体制整備

年休取得促進

長時間勤務是正

柔軟な働き方

管理職の理解

今回調査 (n=352)

平成30年度 (n=171)

平成25年度 (n=507)
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▸ 家事育児の理想は「男女で分担」が８～９割、現実は「主に女性」が６割
家事分担の意識・行動は上昇傾向、育児分担の意識と行動の差が埋まらず横ばい

カ 家庭内での家事育児分担（保護者）

ｎ=

理想　今回調査 949

理想　平成30年度 1,277

理想　平成25年度 1,829

現実　今回調査 949

現実　平成30年度 1,277

現実　平成25年度 1,829

0.2

-

0.2

0.3

0.1

0.2

92.3

90.8

92.7

39.8

40.5

38.6

7.2

8.1

6.0

59.1

58.5

59.8

0.3

0.5

0.8

0.7

0.5

0.8

-

0.5

0.3

-

0.4

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に男性 男女で分担 主に女性 その他 無回答

ｎ=

理想　今回調査 949

理想　平成30年度 1,277

理想　平成25年度 1,829

現実　今回調査 949

現実　平成30年度 1,277

現実　平成25年度 1,829

0.7

0.2

0.2

1.8

0.2

0.4

84.8

77.0

68.5

37.0

27.5

20.5

13.7

22.3

30.3

60.3

71.7

77.6

0.7

0.2

0.8

0.9

0.4

1.1

-

0.3

0.2

-

0.3

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主に男性 男女で分担 主に女性 その他 無回答

家
事

育
児

ｎ=

現在 871

結婚したとき 871

第１子出生時 871

第２子出生時 559

第３子出生時 175

84.5

88.7

87.1

86.8

85.7

1.5

2.4

2.4

1.6

2.9

10.0

7.3

8.5

10.6

11.4

-

0.3

0.2

-

-

0.5

0.3

0.8

0.7

-

0.2

0.2

0.2

0.2

-

3.3

0.6

0.7

0.2

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規雇用者（正規） 非正規雇用者（パート・アルバイト・派遣等）

自営業（家族従業者含む） 学生

無職・家事 その他

パートナー（配偶者）はいない（いなかった）

ｎ=

現在 871

結婚したとき 871

第１子出生時 871

第２子出生時 559

第３子出生時 175

41.1

73.0

47.5

39.7

33.1

30.1

17.7

15.0

18.2

29.1

7.2

2.5

3.1

5.5

8.6

-

0.6

0.5

-

-

20.9

6.2

33.4

36.3

29.1

0.7

-

0.5

0.2

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規雇用者（正規） 非正規雇用者（パート・アルバイト・派遣等）

自営業（家族従業者含む） 学生

無職・家事 その他

▸ 女性の正規雇用者は、結婚時点で７割超だが、出産を経て割合が低下し「現在」では約４割
▸ 男性の正規雇用者は、いずれの時点においても８割台

オ 結婚、出産に伴う就業状況の推移（保護者）

女
性

女
性
の
パ
ー
ト
ナ
ー
（（男
性
）

女性のみが出産を機に、
退職や非正規雇用へ転換している現状
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子育ての相談や

情報交換など気軽

に利用できる地域

での子育て支援

保育サービス

の充実

ぐんまちょい得キッズ

パスポート（ぐーちょき

パスポート）など社会

全体で結婚や子育て

を応援する取組

若い世代が子育てや

家族の大切さに対する

理解を深めるための取組

少人数学級編制

など学校における

教育環境の整備
家庭教育を支援する

ための取組

住宅や公園整備

など住環境の整備

交通安全や防犯パトロー

ルなど安全確保の取組

小児医療体制の整備

産科医療体制の整備

不妊、不育症の相談

体制の整備や治療費用

の負担軽減など

児童虐待対策など

要保護児童への取組

家庭と仕事を

両立できる

雇用環境整備

若者の経済的自立

を支援する取組

無料の学習支援や

低所得層への給付

制度など子どもの

貧困対策の充実

こども食堂などの

こどもの居場所づくり

推進の取組

出産や子育ての

ステージに応じた

経済的支援の強化

若い世代の所得

向上に向けた取組

子育て家庭の産前・

産後の心身の負担

軽減を図る取組

放課後児童

クラブの充実

や運営体制

強化

働き方改革や育児

休業制度等の充実

文化やスポーツを

楽しめる場所の充実

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2.0

2.2 2.3 2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

低い 重要度 高い

高
い

充
実
度

低
い

重点維持項目維持項目

改善項目 重点改善項目

平均

2.71

平均

1.61

▶“重点改善項目”には、両立支援、経済的自立・支援、産後ケア、不妊治療、保育サービス、
 貧困、児童虐待対策など10項目が該当

ア 少子化対策の重要度と充実度（独身者）

■既婚者・保護者でも、両立支援、経済的自立・支援、産後ケア、不妊治療は重点改善項目
⇒いずれの対象も、働き方改革と連動した労働政策、企業の取組への期待が高い

■既婚者・保護者では、保育サービスと児童虐待対策が重点維持、貧困対策が改善項目
⇒保育や虐待対応は当事者にとって充実感が高い一方、貧困対策の優先順位が下がる傾向

％

出産に対する経済的支援の充実

結婚に対する経済的支援

育児休業中の所得保障の充実

教育費の負担軽減

低所得世帯に対する支援の拡充

児童手当の拡充
（支給対象年齢や金額の引上げ）

子育て世帯に対する所得税の減税

育児休業取得を促進する中小企業等
への助成

幼稚園・保育所等の費用負担の軽減

多子世帯に対する経済的負担の軽減

子育て世帯の住宅取得に対する資金
貸与や補助

その他

44.6

33.3

32.3

25.4

20.6

19.1

16.6

15.4

14.0

9.1

8.6

2.3

36.1

17.0

28.1

35.3

9.9

42.6

35.3

11.0

18.7

13.3

8.4

3.7

46.3

8.5

35.2

37.7

5.3

49.5

37.1

11.4

23.9

19.7

9.2

2.8

0 10 20 30 40 50 60

独身者調査 (n=700)

既婚者調査 (n=700)

保護者調査 (n=949)

イ 少子化対策として必要な経済的支援

▶ いずれの対象も、自分のステージに合致した支援を求める傾向

独身者は低所得者への直接的支援や結婚への支援、
結婚や出産を経ると、子どもの養育や教育にかかる費用への支援に

④ 少子化対策について
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